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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００１ 項　　目　　名 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援事業費

予算書項目 地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費 ページ 13 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮する世帯に対しては、これまで
緊急小口資金等の特例貸付などによる支援を行ってきたところ、新型コロナウイルス
感染症が長期化する中で、既に総合支援資金の再貸付が終了するなどにより、特例貸
付を利用できない世帯が存在する。こうした世帯に対して、就労による自立につなげ
るため、「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給する。

【事業の目的及び効果】 
　新たに創生された給付金である「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援
金」で対応することで、生活困窮者の自立につなげる。

【事業の内容】 
対 象 者　総合支援資金の再貸付を終了した世帯等で要件（収入要件、資産要件、求
　　　　　職活動要件等）を満たす世帯
支給期間（現在）　　７月以降の申請月から３か月（申請受付は１１月末まで）
　　　　（※延長後）７月以降の申請月から６か月（申請受付は　３月末まで）
支 給 額　単身世帯　　：月額  ６万円 / ２人世帯 　 ：月額 ８万円
　　　　  ３人以上世帯：月額１０万円
※今般、生活に困窮される方々への支援を届けるための「コロナ克服・新時代開拓の
　ための経済対策」(令和３年１１月１９日閣議決定)を踏まえ、同日付け国通知によ
　り以下決定。
・申請期限を令和３年１１月末から令和４年３月末まで再延長する。
・初回の支給(最大３か月)に加えて再支給(最大３か月)を可能とする。

※給付に関する経費については、「新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化
　交付金」より、補助率１０／１０で措置

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,188 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,188 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 95,589 

要求額 2,272 

総務部長段階査定額 2,188 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,188 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（特別障害者手当等受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（燃油高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R3

一般会計 【問合せ先】障がい福祉課 0857-30-8217 

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　国内外での経済社会活動の再開を背景に原油価格の高騰が続き、ガソリンや灯油等
の燃油価格も併せて高騰が続いている。長引く新型コロナウイルス感染症の影響も重
なり、低所得者世帯の冬期の生活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急
な対策が必要とされる。

 【事業の目的及び効果】
　灯油価格の高騰を受け、低所得者等世帯の生活費への影響を緩和するために暖房に
係る灯油等購入費の一部を助成する。

【事業の内容】
　・対象者　　　①特別障害者手当受給世帯　　１８６世帯
　　（所得制限による支給停止世帯を除いた住民税非課税世帯に限る。以下同じ。）
　　　　　　　　②経過的福祉手当受給世帯　　　　２世帯
　　　　　　　　③障害児福祉手当受給世帯　　　　１世帯
　　　　　　　　④特別児童扶養手当受給世帯　　６９世帯
　　（児童扶養手当受給世帯及び生活保護受給世帯除く）
　・助成経費　灯油等購入費（一律５，０００円／世帯）
　・財源　　　県１／２
　・基準日　　令和３年１２月１日

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 645 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,343 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 1,343 

総務部長段階査定額 1,343 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 698 諸収入 0 

計 1,343 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,356 諸収入 0 

計 10,323 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,323 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 10,323 

総務部長段階査定額 10,323 

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　国内外での経済社会活動の再開を背景に原油価格の高騰が続き、ガソリンや灯油等
の燃油価格も併せて高騰が続いている。長引く新型コロナウイルス感染症の影響も重
なり、低所得者世帯の冬期の生活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急
な対策が必要とされる。 

【事業の目的及び効果】 
　灯油価格の高騰を受け、生活保護世帯の生活費への影響を緩和するために 暖房に係
る灯油購入費等の一部を助成する。 

【事業の内容】 
　・対象者　　生活保護受給世帯　１，９８７世帯（停止世帯、社会福祉施設等入所
　　　　　　　単身者世帯及び入院単身者世帯を除く）
　・助成経費　灯油等購入費（一律５，０００円／世帯）
　・財源　　　県１／２
　・基準日　　令和３年１２月１日

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,967 0 

福００２ 項　　目　　名 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（生活保護受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（燃油高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,270 諸収入 0 

計 8,222 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 8,222 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 8,222 

総務部長段階査定額 8,222 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　国内外での経済社会活動の再開を背景に原油価格の高騰が続き、ガソリンや灯油等
の燃 油価格も併せて高騰が続いている。長引く新型コロナウイルス感染症の影響も重
なり、低所得者 世帯の冬期の生活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急
な対策が必要とされ る。  

【事業の目的及び効果】 
　灯油価格の高騰を受け、低所得者等世帯の生活費への影響を緩和するために暖房に
係る灯油等購入費の一部を助成する。

【事業の内容】 
　・対象者　　市が生活困窮世帯として認める世帯（児童扶養手当受給世帯） 
　　　　　　　１，５８１世帯
　　　　　　　（児童扶養手当全部支給停止世帯及び生活保護受給世帯除く） 
　・助成経費　灯油購入費等（一律５，０００円／世帯） 
　・財源　　　県１／２
　・基準日　　令和３年１２月１日

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,952 0 

健００１ 項　　目　　名 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（児童扶養手受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への灯油等購入費助成事業費（燃油高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 840 諸収入 0 

計 840 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 840 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 2,000 

要求額 840 

総務部長段階査定額 840 

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-22-5163

【１１次総の施策体系】1301

【事業の経過及び背景】
　一般公衆浴場は日常の保健衛生の確保のために必要不可欠な施設であり、入浴料金
は利用者にとって低廉な料金となるよう、県による物価統制令（昭和２１年３月３日
勅令第１１８号）による統制額の指定がされている。このため原油価格の高騰が公衆
浴場の経営を圧迫しており、このたびの原油価格高騰分の一部を助成することによ
り、公衆浴場の経営の安定を図り、市民の公衆衛生基盤を安定的に確保する。

【事業の目的及び効果】
　原油価格の高騰は、一般公衆浴場の経費に占める割合が高く、経営に大きな影響を
与えている。補助対象となっている公衆浴場に対して、従来の助成に加え燃料費等の
助成を行い、適切な管理運営の確保を図る。

【事業の内容】
　公衆浴場原油価格高騰対策補助金
　（補助金上限額）２１０千円×４浴場＝８４０千円
　（補助対象）宝温泉、木島温泉、合名会社元湯温泉、有限会社日乃丸温泉

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健保００１ 項　　目　　名 公衆浴場確保対策補助金

予算書項目 公衆浴場運営補助金 ページ 13 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健総務課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 40 諸収入 0 

計 80 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 80 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 271 

要求額 80 

総務部長段階査定額 80 

一般会計 【問合せ先】企業支援係 0857-20-3223 

【１１次総の施策体系】2101 

【事業の経過及び背景】 
　世界的にコロナ禍からの経済再開で石油需要が増える中、増産体制が図られず供給
不足により燃油価格の高止まりが続いているため、県との協調融資である地域経済変
動対策資金の発動だけでなく、中小企業者等の資金調達に係る更なる支援策を講じる
必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　中小企業者等の借入に係る利子負担を軽減することにより、経営の維持及び安定を
図る。 

【事業の内容】 
　地域経済変動対策資金（令和３年度燃油価格の高騰）を申 し込んだ市内に事業所を
有する中小企業者等に対し、３年間利子相当額（借換資金相当分を除く）の一部を補 
助する。

　・令和３年度燃油価格高騰対策枠（融資利率：１．４３％） 
　　　補助率　２／３　（うち県１／２負担） 

　　※補正要求分：融資額１０，０００千円×１０件×１か月分（見込）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40 0 

経００１ 項　　目　　名 各種金融対策利子補助金

予算書項目 中小企業金融対策費 ページ 15 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 みんなでやらいや農業支援事業費

予算書項目 みんなでやらいや農業支援事業費 ページ 13 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　本市では農地の遊休化、農業者の高齢化が進行する状況下である。その中で、生産
規模 拡大等を目指す意欲ある農業者が作成する計画（プラン）に対し支援を行うこと
で、地域 農業の振興、活性化、農業者の所得向上を図ってきた。 
　これらの農業者が、燃油価格高騰の影響を踏まえ、省エネ対策等による経営の改善
を図る取組を支援していく必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　意欲ある農業者、農業集団等が目的達成のために作成した「がんばる農家プラン」
に基づいて行う省エネ対策による経営改善を図る取組を支援する。

【事業の内容】 
　県の燃油高騰対策に呼応し、がんばる農家プランに基づく農業用省エネ機械施設導
入経費に対する補助金。 

　補助率：１／２（県：１／３、市：１／６） 
　補助上限額：個人３，０００千円、法人等７，０００千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,000 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 10,212 

要求額 10,000 

総務部長段階査定額 3,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,000 諸収入 0 

計 3,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,400 諸収入 0 

計 1,400 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,400 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 0 

要求額 1,400 

総務部長段階査定額 1,400 

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-30-8312 

【１１次総の施策体系】2104

【事業の経過及び背景】 
　原油高騰の影響により全国的に漁船の燃料である重油の価格が高騰しており、漁業
経営を 圧迫している。 

【事業の目的と効果】 
　燃油高騰等厳しい経営環境にも耐えうる効率的な経営体質への転換を図り、将来に
わ たって水産物の安定供給を担える持続的な漁業経営の実現を支援する。 

【事業の内容】 
　省エネに資するため、船底等の付着物を除去し塗装を施すために要する経費に対す
る補助金。 

　補助率：市１／３

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００２ 項　　目　　名 船底等付着物防汚作業緊急支援事業費（燃油価格高騰緊急対策）
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